(様式１)
　令和　　年　　月　　日

須賀川市長　様

[bookmark: _Hlk525558156]所　 在 　地
商号又は名称
代表者職氏名      　　

参加意思表明書

須賀川市戸籍システム標準化及びコンビニ交付システム構築業務公募型プロポーザルについて、参加の希望を表明します。
なお、当該業務における参加資格者の要件を満たしていること及び添付書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

１　事業者の概要
	所在地
	


	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	



２　連絡先
	部署名
	

	役職
	

	（ふりがな）
担当者名
	


	電話
	

	FAX
	

	メールアドレス
	



３　参加資格
確認事項を満たすものについて「○」を記入すること。
表中の確認事項は、実施要領「第４　参加資格」の項目を指す。

	No
	確認事項
	記入欄

	１
	須賀川市入札参加資格者名簿に登録されている者であり、参加申出書の提出期限から審査結果通知日までにおいて、本市から指名停止の措置を受けていないこと。
	

	２
	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第1項（同令第167条の11第1項において準用する場合を含む）の規定に該当しないこと。
	

	３
	会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申し立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申し立てがなされている者（会社更生法にあっては更生手続開始の決定、民事再生法にあっては再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと等、経営状態が著しく不健全である者でないこと。
	

	４
	本業務の実施予定組織・部門は、一般財団法人日本情報経済社会推進協会が管理するISMS適合性評価制度認定及びプライバシーマーク付与認定、またはこれらと同等であると本市が認める資格の認定を受けていること。
	

	５
	戸籍住民課窓口業務は、正確性とプライバシー保護について独自のノウハウを必要とするため、戸籍情報システムのクラウド型システムの導入実績が全国及び福島県内での導入実績があるパッケージシステムであること。
	

	６
	法務局郡山支局管内で複数実績のあるベンダであること。
	















（様式２）

業務実績調書


商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　

実施要領「第４　参加資格（５）」について確認するため、実績を記入すること。


	業務名称
（契約先自治体名）
	契約期間
	業務内容

	
	年　月
～
年　月
	

	
	年　月
～
年　月
	

	
	年　月
～
年　月
	

	
	年　月
～
年　月
	

	
	年　月
～
年　月
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質疑応答書
令和 　　　年　　　 月 　　　日

須賀川市戸籍システム標準化及びコンビニ交付システム構築業務公募型プロポーザルにおいて、次の項目について質問します。

(提案者) 所 在 地
　　　　  　 商号又は名称
　　　　　　 代表者職氏名

(連絡先) 担当部署
　　　　  担当者名
　　　　  電話番号
　　　　　  ＦＡＸ番号
　　　　　　  E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	No.
	該当資料名
	項
	質問事項

	1
	
	
	

	2
	
	
	

	3
	
	
	

	4
	
	
	

	5
	
	
	

	
	
	
	


	
	
	
	



